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（図１）世界の地域別エネルギー需要の推移と見通し

（出典）IEA/World Energy Outlook 2004

36%39%42%45%
56%

9%
9%

10%
10%

15%

15%
14%

13%
12%

7%

21%

20%

19%

18%

12%

6%

5%

5%

4%

4%

5%

5%

4%

4%

1%

7%

6%

5%

5%

4%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1971 2002 2010 2020 2030

5,536

10,345

12,194

14,404

16,487

OECD（日韓除く）

旧ソ連等

中国

アジア（日韓含む）

中南米

中東

アフリカ

（石油換算百万トン）

世界のエネルギー需要の増大と我が国における石油の重要性世界のエネルギー需要の増大と我が国における石油の重要性

（出典）総合資源エネルギー調査会需給部会資料

（図２） 日本の一次エネルギー供給構成の見通し

我が国として戦略的・効率的な資源開発体制の構築は、極めて重要。
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新たな石油・天然ガス資源開発体制新たな石油・天然ガス資源開発体制
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我が国開発企業による産油・産ガス権益の
獲得・維持活動を支援

戦略的なリスクマネー供給と研究開発支援

国への情報提供・
政策提言

開発案件の支援要請

中核的企業を
はじめとする開発企業

我が国におけるエネルギー安定供給の効率的な実現
中核的企業、資源機構、政府が明確な役割分担の下、三位一体となって機能。

国が基本方針を指示

情報収集・地質構造調査

民間主導の効率的な
海外権益獲得

政 府

積極的な資源外交

資源機構

専門的知識・実践的能力を
有する政策実施機関

権益獲得
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石油公団廃止までのプロセス石油公団廃止までのプロセス
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独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構
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特殊会社を設立せず、
中核的企業を形成する
ことを決定
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H15.12

H15.4 H16.2

石油公団 業務限定後の石油公団

特殊法人等整理合理化計画に基づき、改革を着実に実施中。
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新たな石油・天然ガス資源開発体制を構築するため、石油公団の有するリスクマネー供給機能等は資源機構が承継。
また、石油公団が保有する資産は、「売却価値の最大化」と「エネルギーの安定供給」を同時に実現するとの処分方針の下で
処理し、必要な資産を選択して統合し、中核的企業を形成。

中核的企業を構成しない
資産は個別に売却

石油公団の廃止と中核的企業の形成石油公団の廃止と中核的企業の形成

廃止

石油公団

資源機構

中核的企業
(国際石油開発)

リスクマネー供給、
技術開発支援等の機能

公団保有資産

処分の方針
「売却価値の最大化」と
「エネルギーの安定供給」
を同時に追求

特殊会社は設立せず

必要な資産を選択して統合
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石油公団資産処分の状況石油公団資産処分の状況

総合エネ調答申（平成１５年３月）に従い、石油公団保有株式（８０社）の処分、中核的企業の形成を着実に実施
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１．中核的企業の形成（関係会社９社）
国際石油開発（株）は、平成１６年１１月に東証一部に上場。石油公団保有株式を１株４６万５千円（時価総額８，９２９億円）、発行済み株式数の約１
８％を売り出した（約１，５９８億円）。今後、市況を踏まえながら残りの公団保有株式も順次売却していく。
ジャパン石油開発（株）については、民事再生の上、国際石油開発（株）に統合済。
サハリン石油ガス開発（株）等他の中核的企業を構成すべき会社（５社）の統合・連携に向けた調整は並行して継続中。

２．石油資源開発（株）の上場
平成１５年１２月に上場。石油公団保有株式を１株３千５百円（時価総額２，０００億円）、発行済み株式数の約１６％を売り出した（約３１６億円）。今
後、市況を踏まえながら残りの公団保有株式を順次売却していく。

３．その他の会社（７０社）
①売却済の会社（１６社）、②入札及び譲渡手続き中の会社（１０社）、③入札手続き承認申請・資産評価等準備作業中の会社（１２社）、
④平成１５年３月以降に解散済みの会社（１８社）、⑤その他（１４社）

４．欠損金の減少
平成１５年度決算において、欠損金が前年度比５０１億円減少（７，７０１億円→７，１９９億円）。今年度はさらに欠損金の減少が見込まれる

5

ジ
ャ
パ
ン
石
油
開
発
㈱
の
統
合



6

平成１７年４月１日

石油公団廃止後の公団資産等管理・処分の体制石油公団廃止後の公団資産等管理・処分の体制

○石油公団廃止までに処分しきれなかった資産（出資、債権等）について
は、基本的に国が承継し、管理･処分

○国が中核的企業の「種類株式」を保有し、外資による買収等に備える。
経営の効率性・柔軟性を不当に阻害することがないよう、事前に行使の基
準を設けて透明性を高め、最低限度必要な拒否権を留保。

＜必要最小限の拒否権の範囲＞
・取締役の選解任、会社の統合に係る拒否権は、議決権の20％以上を単一株主及びそ
の共同保有者が保有する場合に限定。
重要資産の処分に係る拒否権については、当該処分の中核企業の総資産価値又は総
売上高に対する影響が20％以上の場合に限定。

＜権限行使基準の公示（透明性の確保）＞
・「中核的企業としてエネルギー安定供給の効率的実現に果たすべき役割に否定的な

影響が及ぶ蓋然性が高い場合」等を列挙し、経済産業大臣が告示

国

○国で管理困難な一部の資産等（追加出資が必要な案件向け出資及び債務
保証案件）については、中期目標を改定し資源機構が経過措置として管
理・処分

○資源機構はこれらプロジェクトを、他のプロジェクト同様、中期目標に
定められたプロジェクト管理の手続きに従って厳正に管理・処分。経済性
を失ったものやエネルギー政策上の意義を失ったものについては、速やか
に処分

資源機構

石油公団の未売却資産等は、基本的に国が承継し、管理・処分。国で管理困難な一部の資産等については、資源機構がこれを管理・処分
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